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【論文の内容の要旨】 
 我が国の終末期の看取りの場は、1951年には82.5％が自宅であった。医療の発展に伴い、
看取りの場は医療機関へと移り、2010年には医療機関による死亡が 77.9％となった。高齢
化率は 2013年には 25.1％と世界最高となり、2030年には 39.9％に達する。年間死亡者数
は 2010 年の 119 万人から 40万人の増加が予測されており、看取りの場の不足が課題とな
っている。また、2013年の平均世帯人員は 2.51人であり、単独世帯は 25.6％を占め、年々
増加している。このような状況から、家族の同居や介護力に依存せず、最期の看取りまで
可能となる在宅医療・介護の在り方が課題となっている。 
 がんは 1981年より我が国の死因第 1位となり、2013年では全死亡の 28.8％を占める。
緩和ケアは余命が限られた不治の患者が身体的・心理的・社会的・スピリチュアル的苦痛
から解放され、残された日々を人間としての尊厳を保ちながら、心身ともに安楽に過ごす
ためのケアであり、がん終末期患者のケアとして発展してきた。在宅緩和ケアは、患者の
生活の場である“家”において実施される緩和ケアであり、多死時代を迎える我が国の在
宅医療・介護において重要なケアとなる。 
 国内外の先行研究では、患者が人生の最終章を住み慣れた家で、心残りなく過ごしてい
る状況とそこでの在宅緩和ケアが報告されてきた。介護を担う家族の存在は、長く在宅緩
和ケアの成立要件とされてきた。しかし、近年では、核家族化や非婚による単独世帯の増
加により、独居のがん終末期患者による在宅緩和ケアへの希望が増加し、独居がん終末期
患者の在宅での看取り事例も報告もされてきた。在宅緩和ケアは、がんに伴う症状コント
ロールと急速な病状変化を伴う特徴から、医療職の在宅緩和ケアの実態やその教育の必要
 性について論じられてきたが、家事援助や身体介護を担う介護職に関する在宅緩和ケアに
ついては、検討されてこなかった。 
また、在宅緩和ケアの課題として、多機関・多職種による連携や在宅緩和ケアシステム構
築の必要性が指摘されてきたが、治療の場である医療機関から終末期を過ごす在宅への移
行を含めた在宅緩和ケアシステム構築の在り方は検討されていない。 
このような問題意識に基づき、本論文は、独居がん終末期患者の在宅緩和ケアの実態を明
らかにし、独居がん終末期患者の在宅緩和ケアを推進するための連携上の課題、在宅緩和
ケアシステム構築に向けた支援の在り方を検討する。 
第 1 章では、研究背景および先行研究から、在宅緩和ケアに関する課題と、独居がん終
末期患者の在宅緩和ケアシステム構築の必要性を論じた後、研究目的、研究方法、論文構
成について述べた。 
 第 2 章では、独居がん終末期患者に対する在宅緩和ケアにおける訪問看護師とホームヘ
ルパーの機能と連携を明らかとすることを目的とした。訪問看護記録から独居がん終末期
患者の事例を把握し、訪問看護師およびホームヘルパーに対する面接調査を実施し、質的
内容分析を行った。その結果、独居がん終末期患者の在宅緩和ケアにおける訪問看護師と
ホームヘルパーの機能と連携が明らかとなった。独居がん終末期患者の在宅緩和ケアにお
いては、ホームヘルパーの支援が不可欠であり、在宅医、訪問看護師、ホームヘルパーを
中心としたケアチームを形成していることが明らかとなった。介護職であるホームヘルパ
ーが医療依存度の高いがん終末期患者に対して専門性を発揮するためには、訪問看護師と
ホームヘルパーの連携が重要であることが示唆された。 
第 3 章では、訪問看護ステーションにおける独居がん終末期患者の看取りの実施と独居
がん終末期患者の在宅緩和ケアにおける多職種との連携上の課題を明らかにし、在宅緩和
ケアシステム構築のための課題を検討することを目的に、全国の訪問看護ステーションの
所長を対象に郵送式質問紙調査を実施した。その結果、訪問看護ステーションの経営基盤
の安定のための保険制度の充実の必要性と訪問看護ステーションを取り巻く地域資源およ
び職種間連携の充実の必要性が明らかとなった。また、病院の在宅医療に対するバックア
ップ体制、在宅医の在宅緩和ケア教育とサポート体制、ホームヘルパーへの在宅緩和ケア
教育の必要性が明らかとなり、これらの課題解決のための行政支援の必要性が示唆された。 
第 4 章では、独居がん終末期患者の在宅緩和ケアが可能な地域の在宅緩和ケアシステム
の構築プロセスを明らかにし、在宅緩和ケアシステム構築のための連携体制と人材育成の
在り方を検討することを目的とし、対象地域において参与観察調査、面接調査、文献調査
を実施した。その結果、第一の連携体制として、がん終末期患者への在宅緩和ケアを提供
する関係機関・職種のつながりである在宅緩和ケアチーム、第二の連携体制として、急性
期病院、緩和ケア病棟、在宅緩和ケアの緩和ケアトライアングル、第三の連携体制として、
NPOと行政による地域住民・医療資源に対する人材育成体制があった。在宅緩和ケアシス
テム構築に向けた人材育成として、第一に、急性期病院からの在宅移行促進を目的とした、
 在宅緩和ケアの実態を理解する機会の提供、第二に、多職種連携を促進し、在宅緩和ケア
の質の向上を目的とした、在宅緩和ケアシステムに関わる多職種を対象とした具体的事例
を振り返る研修の場の設定、第三に、地域住民が在宅緩和ケアを理解し、家族との最期の
別れ方、自らの終末期の過ごし方を考える機会を得るための、在宅緩和ケアによる看取り
事例をテーマとした市民シンポジウムの開催の必要性が明らかとなった。 
第 5 章では、各章で得た知見をまとめ、地域保健福祉活動への適用を考察した。これら
の知見は、在宅緩和ケアシステム構築を推進する上で、在宅緩和ケアシステム構築のため
の計画立案、目標設定の検討、関係機関・関係職種の役割および連携についての評価、在
宅緩和ケアの実践者のスキルの向上のための資料として活用できると考える。 
